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はじめに─セミナーの開催趣旨─
　兵庫県は，昨2011年７月から12月にかけて，関西圏の空港問題に関する三回のセミナーと一
回のフォーラムを開催した。その成果については，県土整備部企画局空港政策課が「関西の航
＊ 本論文は，2012年12月20日に兵庫県主催で開催された「関西全体の航空需要拡大について考えるフォーラ
ム～さらなる航空需要拡大に向けて～」（於：ラッセホール）における筆者の基調講演「関西３空港のこれ
から─３回のセミナーを振り返って─」と，筆者がコーディネーターを務めたパネルディスカッション「関
西３空港のさらなる活用」の内容を基に加筆修正してまとめたものである。
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空需要拡大について考える─セミナー・フォーラムの記録─」として冊子にまとめ2012年３月
に公表したところである。第一回のセミナーで講演を行い，その後の二回のセミナーで毎回と
りまとめを，そしてフォーラムにおいて基調講演とパネルディスカッションのコーディネータ
ーを務めた筆者も，髙橋［2012a］を公刊した。
　昨年に引き続いて，兵庫県は関西国際空港（以下関空）と大阪国際空港（以下伊丹空港ない
し伊丹）の経営統合という環境変化に応じて，2012年に改めて関西圏の空港問題に関するセミ
ナー・フォーラムを開催した。本年度の開催趣旨は，「関空と伊丹空港が経営統合するなど，
関西の空が変わろうとしている中で，なぜ２つの空港は経営統合されたのか，経営統合で何が
変わるのか，今後神戸空港を含めた３空港はどのように変わっていく必要があるのか，もっと
使いやすい関西３空港にするために考える」ということであった。
　以上の問題意識に基づいて，都合３回のセミナー，第一回「関空・伊丹の経営統合と関西３
空港のこれから」９月24日（於：ラッセホール），第二回「空港と地域の発展のために」10月
26日（於：大阪国際空港北ターミナル），第三回「コンセッションに向けた環境整備」11月22
日（於：神戸空港ターミナル）と，「今，関西の空が変わろうとしている」と題したフォーラ
ムが12月20日に開催されたのである（於：ラッセホール）。
　本論文は，これらのセミナー・フォーラムの内容をとりまとめ，今後の関西圏の地域経済発
展に向けた空港の活用方策を考える上での問題点を整理し，いくつかの課題を問題提起するこ
とを目的とする。そのため，本論文は，以下のような構成となっている。まず，三回のセミナ
ーで計９名の方々が行った講演の概要を取りまとめた後（文責はあくまでも筆者にある），セ
ミナーの内容を総括し，筆者が問題提起したフォーラムの課題（パネルディスカッションのテ
ーマ）に関してパネリストの間で展開された議論を紹介し，今後の関西圏空港と地域の課題に
ついて論じる。
Ⅰ　セミナーの概要
［第１回セミナー：関空・伊丹の経営統合と関西３空港のこれから］
１　関空・伊丹の経営統合と関西経済の活性化（関西学院大学経済学部教授　野村宗訓）
（１）アジアの航空需要拡大とLCCブーム
　アジア太平洋地区の航空需要の伸び率は高く，LCCでさらに成長すると期待される。しかし
その中で，航空企業間競争及び空港間競争が激烈に展開されることから，従来にも増して効率
的な空港経営が求められるようになっていることが指摘された。つまり，運営権譲渡は民営化
の一手法で，民間の知恵と資金を活用して関空・伊丹の両空港を運用し，地域活性化につなげ
ることが期待されるのである。
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（２）関空の地方ハブ化と伊丹の国際化
　関西には京都・奈良の観光があり，国際会議の対策を考えることで国際空港の機能を活用す
る余地がある。例えば，関空は地方ハブ化で国際空港としての機能がより一層活きてくる。し
かし他方で，京都・奈良の観光はバスアクセスがネックであるし，アジア・オセアニアにおけ
る都市別の国際会議の件数は，京都が12位，神戸が17位，大阪が19位と開催が少ないのも事実
である。伊丹空港・神戸空港に国際線がないと，今後期待される国際会議の開催にも支障する
し，関西の観光資源が活かされず勿体ないのではないか。
（３）非航空収入増大に向けた経営戦略
　空港経営においては，航空系収入と並んでもう一つの柱である商業収入の増大が期待される
が，その経営戦略の一環として，ビジネスマインドの改革が求められている。つまり，空港収
入の増加は路線拡大か商業施設充実かのいずれかによるし，海外と比較すると，先に民営化を
成し遂げたマンチェスター空港のホームページから窺えるビジネスマインドを学ぶべきである
ように思われる。
（４）関西広域経済圏の中での空港活用
　今回統合された関空・伊丹以外にも，関西圏には神戸・但馬・八尾・南紀白浜の各空港があ
る。神戸市には国際経済拠点がありながら神戸空港に国際線が就航していないことは問題であ
る一方で，京都・奈良の知名度は高く，アクセス強化で需要を取り込むべきである。ロンドン
には空港が５つあることから，関西でもこれらの空港を観光等に活用すべきである。したがっ
て，空港廃止を論じるのではなく，需要を創出することを関西経済は考えるべきである。
２　 新関西国際空港株式会社の経営戦略─空を変える。日本が変わる。─  
（新関西国際空港㈱常務取締役　室谷正裕）
（１）空を取り巻く３つの背景
　現在の空港をめぐる背景（経営環境の変化）の一つがアジアの成長であり，航空需要も2025
年まで年5.8％増加すると予測されている。二つ目がLCC登場により，航空業界のビジネスモ
デルが変化したことである。そして三つ目に，アジアの主要空港が明確な国家戦略の下，急拡
大を続けており，空港間競争が激化していることである。
（２）２つの翼のポテンシャル─両空港４本の滑走路で運用─
　統合後の空港会社は，二つの空港を擁し，それぞれの強みがある。まず関空は，日本で唯一
4000m級滑走路を複数有し，24時間運用され，首都圏よりもアジアに近く，日本第二の大きな
後背圏を抱えると同時に，海上空港であることから環境制約が少ない利点を有する（現に，わ
が国の空港の中ではLCC就航路線が圧倒的に充実している：図１参照）。また伊丹空港は，都
市型空港で大阪都心部から近く，充実した国内ネットワークがある。
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（３）新関空会社が目指す空港像
　新関空会社が目指す空港像としては，（１）で述べた経営環境の変化に対応し，（２）で述べ
た両空港の強みを最大限活かし，シナジーを効かせながら，「ワンエアポート」で世界に開か
れたアジアのリーディング・エアポートになるということである。
（４）成長目標
　成長目標としては，発着回数30万回・旅客数3300万人・売上高1500億円という具体的な数値
を掲げている。
（５）基本コンセプト
「空を変える。日本が変わる。」を基本コンセプトとし，空港のビジネスモデルを３つのステ
ップで変革していく。つまり，補給金に頼らない「自立経営」，「事業価値最大化」，コンセッ
ションの実施による「完全民間運営化」，である。その際，３つのキーワードを強調している。
すなわち，「カスタマーズアイ（顧客目線）」，「シナジ （ー両空港の相乗効果による価値最大化）」，
「クリエイティブ（新たな課題に挑戦することで価値を創造する）」，ということである。
（６）３つの戦略
　まず「航空成長戦略」として，ネットワークの拡大を戦略的料金設定によって実現するとと
もに，プロペラ枠や長距離便といった伊丹空港の運用制限を見直し，関空のアクセス改善によ
って両空港の特性を踏まえた全体最適を図る。
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図１　関西国際空港に就航するLCC（国際線）
（出所）第１回セミナー資料「新関西国際空港㈱ 常務取締役　室谷 正裕」
（注）転載を快諾された新関西国際空港㈱に謝意を表する
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　次いで「ターミナル成長戦略」として，伊丹空港のターミナルビルとの連携等によるリテイ
ル事業強化，魅力ある商業エリアの創造とインバウンドの取り込み，空港の観光スポット化へ
の魅力向上と不動産の有効活用を目指す。
　そして「経営効率化戦略」として，両空港一体経営によるコスト削減とマルチオペレーショ
ンシステムの導入，民間経営手法の徹底追及を掲げている。
３　 日本初の本格的LCCが画く関空を中心とした経営戦略  
（Peach Aviation㈱代表取締役CEO　井上慎一）
（１）LCCとは何か？
　2012年は，本格的なLCCの参入が相次いだことから，日本における「LCC元年」であるが，
その背景には「自由化」がある。従来の「安かろう，悪かろう」という構図は過去のものであ
る。そして，LCCは新規顧客開拓を通じて航空市場全体の規模拡大に貢献している。現にピー
チの場合，若年層のグループ旅行や就職活動目的の利用，初めて航空機を利用する旅客もいる
ことが報告された。
（２）Peach Aviationの特徴
　ピーチの特徴は第一に，「日本初の本格
的LCC」であること，第二に，「関西をベ
ースにしたアジアのリージョナルエアライ
ン」であること，第三に，イノベイティブ
な企業文化とANAから独立した経営の維
持という「独自の経営モデル」を有するこ
と，第四に，ネットを中心とした予約購入・
徹底した空港コストの削減・ノーフリルの
機内サービス等，「新しいサービスモデル」
を確立していることである。
　そして関空利用のメリットとして，以下
の四点が挙げられている。まずアジア近い
という「地理的優位性」である（図２参照）。
これは，成長著しいアジアの需要を取り込
むという点で有利なだけでなく，LCCの特
徴として座席密度が高いためフライト時間
が４時間程度に制約される中で首都圏に比
べて乗り入れ可能都市が多いという利点で
ある。次いで人口規模からして，「市場規 1出典：第１回セミナー資料「ＰｅａｃｈＡｖｉａｔｉｏｎ㈱代表取締役ＣＥＯ 井上慎一」
図２　関空の地理的優位性
（出所）第１回セミナー資料 
　　　「PeachAviation㈱ 代表取締役CEO　井上 慎一」
（注）転載を快諾されたPeachAviation㈱に謝意を表する
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模優位性」があること。そして短距離反復輸送で機材と人員の生産性極大化を図っているLCC
としては，24時間運用・発着枠の余裕は，遅延が生じた場合の対応がしやすく，また内際一体
空港で乗り継ぎ需要を確保しやすい上，LCC専用施設によってコスト削減が可能になっている
ことが，「空港施設優位性」として指摘できる。最後に，観光スポットが集中するという，「観
光資源優位性」がある。
　こうした優位性を活かして，保有機数の増加に伴い，国内線及び国際線の更なる路線展開を
検討している。
［第二回セミナー：空港と地域の発展のために」
４　 関西経済の競争力強化における空港の役割  
（兵庫県立大学政策科学研究所教授　加藤恵正）
（１）航空市場を取り巻く環境変化
　まず，LCCの登場により，新規需要が顕在化していることが指摘された。そしてグローバル
知識経済化の大都市圏の特徴として，産業構造の高度化で航空需要が拡大することが確認され
ている。
（２）Global City Regions（GCR）の台頭
　次いで，GCRが国境を越えた広がりをみせていることが紹介された。GCRとしては，世界
とどういう繋がりをもつかが重要であるものの，フローからみると大阪は世界の中で飛び地と
なっており，人やマネーが入ってこないことが問題である。実はこのGCRのグローバル・ネ
ットワークには“face to face”の接触が必要であり，専門職・科学技術職・管理職人材が１
％増加すると航空需要は飛躍的に拡大することから，GCRの真価が航空需要と直結するとさ
れているのである。世界では，ビルバオ（スペイン）やシェフィールド（イギリス）のような，
生活の質の向上を目指した官民共同（政府出資公社と民間企業参加）による都市再生の構図が
定着しつつある。
（３）2050年の日本と世界
　そうした潮流の中で，日本経済の苦悩は，海外から人やマネーが流入しにくく対内投資が低
いことが背景にある。つまり，このままでは2050年の日本の一人当たりGDPは，韓国に抜か
れ中国と同程度になると予測されており，現に日本への移住者・先進国への日本人留学生・日
本で博士号を取得した留学生の定着率・教育支出の対GDP比率，いずれもが少ないのである。
そしてこうした経済的リスク回避には，多重的連携強化を進めることが大事である。
（４）関西からのグローバル戦略
　したがって，知識・人のフローが地域を支えることを念頭においたグローバル戦略が関西に
は必要である。そのためには，まず，関西広域圏内立地大学群の連携強化で，イノベーション
を喚起する人材を養成することが求められる。同時に，対内直接投資を拡大させるために，特
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区による関西広域圏経済構造の高度化でマネーを呼び込む必要がある。またリスクに挑戦する
小規模組織（マイクロビジネス）を支えるために，取引リスク最小化のための情報共有の仕組
みと信頼形成が必要である。そうした中で，航空・空港は規制のかたまりで，規制を外して人
の動きを活性化し「イノベーション回廊」を複数設置して経済再生を図ることが提案される。
５　航空需要拡大に必要な連携施策（関西外国語大学外国語学部教授　引頭雄一）
（１）航空需要の動向
　まず，国内線は2003年，国際線は2007年をピークとして，双方共航空需要が減少傾向にある。
関西圏の航空需要動向についても同様に減少しているが，国内航空旅客数の減少割合は，伊丹
の長距離便制限等もあってか関西の方が大きく（図３参照），また関西の国際旅客シェアは
2000年の25％から2010年には19％へと低下していることに留意すべきである。改めて，航空需
要の源は経済活動であり，経済の復興なくして航空需要の復興なしということを強調したい。
（２）関西圏の航空需要の特性
　例えば国際航空旅客については，人口一人当たり出国率が東京0.25に対し，大阪0.15となっ
図３　全国国内航空旅客数の推移
（出所）第２回セミナー資料「関西外国語大学外国語学部 教授　引頭 雄一」
（注）転載を快諾された引頭雄一教授に謝意を表する 2
全国国内航空旅 数の推移
出典：第２回セミナー資料「関西外国語大学外国語学部教授 引頭雄一」
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ていることが影響していると考えられる。
（３）需要拡大の方向性
　まず右肩上がりの幻想は捨てるべきで，そのためにも新規需要の開発が求められる。また関
西圏は，首都圏以外の他の地方と同様の一地方（偉大なる地方）としての自覚が必要で，関西
圏の各空港は，需要特性に適合した選別と集中が求められる。需要拡大のターゲットとして，
インターネットによる情報発信や地域社会に注目すべきである。何より空港は交通結節点で，
ネットワークは相手地域があってこそ成立するものであることに着目しなければならない。
（４）需要拡大に向けての連携方策
　連携相手としてまず取り組むべきは，空港と航空会社の連携である。空港は航空会社に選ば
れる存在であるとの認識が必要で，そのために航空会社に対する情報提供と総合サービス力が
問われており，併せて運用制限の緩和が必要である。
　次いで空港と地域の連携が考えられるが，航空需要の基本は地元経済であり，空港は地域の
一員であるとの認識が必要である。
　また相手空港との連携も求められ，就航先地域と協同した需要開拓が，とくに海外都市との
間で求められる。
　最後にライバルとの連携である。まずFSCとLCCについては，得意分野を切り分けて共存共
栄を図ることが可能であること。また，アクセス手段として活用できることから，新幹線・リ
ニアとの連携も考えられる。そして関空ファミリー（統合会社）内の連携である。つまり，関
空ファミリーとしてユニバーサル・サービスを提供し，各空港は選別と集中，いわゆる棲み分
けをすることが考えられる。
６　 関西における航空ネットワークの展望と課題について  
（日本航空㈱常務執行役員経営企画本部長　大貫哲也）
（１）JALグループの成長戦略
　まず，FSCとして最高のサービスを提供することで企業価値を高めて，社会に貢献すること。
次いで，路線ごとの採算性を重視した上で，利便性の高いネットワークを構築すること。そし
て，発着枠等の有効活用で伊丹発着路線を展開し，利便性向上を図りたい。
（２）関西地区におけるJALグループの航空ネットワーク
　リージョナルジェット機は国内線保有機材の14％を占める戦略機材だが，同機は多頻度運航
による利便性向上と搭乗率向上による収益性向上を実現できるものであることから，需給適合
を図りやすく，国内線ネットワーク拡充が可能である（図４参照）。したがって，伊丹の規制
緩和（プロペラ枠・距離規制）があれば，同機を活用して速やかに路線開設・増便を行い国内
線ネットワークの充実を図りたいので，地元のご理解と協力をお願いしたい。
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［第三回セミナー：コンセッションに向けた環境整備］
７　 コンセッションの意義と空港の事業価値について  
（新日本有限責任監査法人パートナー公認会計士　黒石匡昭）
（１）今般のPFI法改正議論の概要
　まず，空港等の経済インフラ・既存インフラがPFI（民間資金の活用による公共施設の整備）
の対象になったことである。次いで，コンセッションが可能になったことだが，これは公が施
設保有のまま民に運営権を付与するというものである。
（２）コンセッションの意義
　コンセッションの意義は，以下のようにまとめられる。
　第一に，公物の上で民間事業者が料金を徴収し経営可能であること。第二に，民間に裁量権
が付与される一方，最後のガバナンス（管理監督権）・所有権は公がもつこと。第三に，無用
な規制コストや所有権リスクを回避できること。第四に，償却期間設定の自由度が高いこと。
その他にも，期間限定である一方，契約に基づく役割分担とチェック体制が機能することや，
当初に投資させることで規律保持が可能であること，公が有するノウハウの継続的活用も可能
であるといったことが指摘されている。
（３）空港の事業価値とは？
　空港の事業価値算定は，事業継続を前提にしているので収益方式（インカム・アプローチ）
3
出典：第２回セミナー資料「日本航空㈱常務執行役員経営企画本部長 大貫哲也」
図４　リージョナルジェット活用に向けた課題
（出所）第２回セミナー資料「日本航空㈱ 常務執行役員経営企画本部長　大貫 哲也」
（注）転載を快諾された日本航空㈱に謝意を表する
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で計算することになる。したがって経営安定化による収益の確保が民間資金を呼ぶ上でリスク
の最小化のために必要となる。その意味で，これまで基本施設とターミナルビル・駐車場を一
体経営できないことが空港経営上の課題であったが，これを一体経営に移行した場合，着陸料
値上げで航空収入極大化を図ろうとすると非航空収入極大化（旅客数増加）に矛盾するケース
が生じる懸念も否定できない。
　外国の先行事例をみると，例えばイギリスのブリストル空港では，民間インフラファンドと
の強固なパートナーシップによって経営を純粋に考える体制が整備され，空港の成長・自立経
営が可能になったことが紹介された。またオーストラリアのゴールドコースト空港では，地域
とのタイアップとLCCとの密接なコンタクトで事業価値を生み出す事例が紹介された。つまり，
どのエアラインと組み，地域をどのようにするかが問われるということである。
８　コンセッションと関西経済（日本大学経済学部教授　加藤一誠）
（１）航空・空港政策と関西
　近年の政策変更による自由化という環境変化から需要拡大が期待される一方，空港の経営効
率向上が求められるようになった。また，首都圏の空港容量拡大への対応が必要である。これ
については，関西は首都圏に次ぐ二番手の需要規模があるが，さらに内々乗り継ぎや内際乗り
継ぎ，場合によっては際々乗り継ぎといった乗継機能で需要を一層拡大できる可能性がある上，
高度成長の続くアジアとの近接性が関西圏の航空需要拡大に有利に働く可能性がある。
（２）民と公の役割
　ところが，完全民営化を目論む関空の債券評価の懸念事項は，政府の役割の後退である。つ
まり，政府の後退によって破綻リスクが上昇するとともに，経営体として財務重視となり料金
値上げを招きかねないからである（現に，公的部門の関与がなければ，債券格付けの際に財務
指標のウエイトが最大となる。もっとも格付けについては，そのあり方について問題意識をも
っていた金融庁が行政処分に動いたように，問題なしとはいえないことを筆者は付け加えたい：
『日本経済新聞』2012年12月18日付け朝刊）。
　実は，アメリカの空港は公有だが経営は効率的である。それは，市場競争によるチェックが
機能しているからである。つまり，航空会社間の競争，空港内の競争，資金市場のモニタリン
グがあって，公有であっても効率的であることが求められているからである。
　こうした公と私の関係については，民の利潤極大化（経営効率極大化）と公の経済的余剰極
大化（経済効率極大化）が矛盾あるいは対立する場合もあることに留意しなければならない。
例えば，収入重視の空港運営者が独占的価格を設定すると旅客の利益と一致せず，こうした独
占的行動を契約で制約しようとするとコンセッション価格が低下するといった事態が生じかね
ない。こうした矛盾を解決するには，需要増大しかないと考えられるのである。
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（３）空港「経営」と関西経済
　そこで，航空需要拡大には関西経済の活性化が前提で伊丹のフル活用が必要であることが明
らかである。空港経営上は，神戸空港を含めた３空港の一体運用が望ましい。ただ空港が独占
力を行使するようだと，経済学的には神戸空港と関空・伊丹を競争させる方が利用者便益を向
上させることになる（しかしこれは，空港統合を否定するものではなく，現実策として統合に
よる全体利益最大化は可能で，その際アメリカの事例からわかるように，競争が機能する仕組
みが必要であるとの指摘と筆者は理解した）。そして利用者指向の航空政策によって旅客増が
可能であり，LCCによる選択肢の拡大と地域で空港を支える体制の構築が求められる。
９　 航空業界の環境変化と関西３空港  
（全日本空輸㈱上席執行役員マーケティング室長　藤村修一）
（１）航空業界を取り巻く経営環境と戦略対応
　航空業界を取り巻く経営環境として，人口減少・少子高齢化による需要縮小と競合交通機関
との市場の奪い合い，LCC乗り入れ増加による競争激化が挙げられる。
　これに対応する戦略として，新型機（B787）の活用によるネットワーク拡充と国内・アジ
アの成長領域を舞台にした日本ベースのLCC事業があり，これにより新規需要を創出すると期
待される。
（２）ロンドンの複数空港の事例
　各空港が特定航空会社と結びつき棲み分けした結果，空港間競争が激化し，旅客数が大幅に
伸びた事例がある。
（３）関西３空港の状況と今後
　まずピーチは，関西を拠点とするLCCとしてネットワークを拡充する。次いで，需要量と供
給量は表裏一体で供給量増加により需要を喚起する面も大きい（図５参照）ことに留意しなけ
ればならない。そして，航空業界の経営環境は急激に変化しており，関西圏の需要が伸び悩ん
でいるのは事実である。
　その対応策として，成長するアジアの需要の取り込みが考えられる。例えば，新規開設する
サンノゼ線では，当地のIT産業に多くのインド人が従事していることから，これを成田から
デリーへの際々乗り継ぎによって取り込むことが期待される。
　またLCCの活用とFSCとの共存を図ると共に，空港環境の整備・競争力の向上が求められる。
具体的には空港コストの削減・伊丹未利用枠の改善・空港アクセスの充実・神戸の便数制限等
規制緩和による需要増が期待される。
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Ⅱ　セミナーの総括
１　空港と地域経済
　以上のセミナーで複数の講演者が異口同音に指摘されたことは，空港と地域の関係である。
これは，空港が地域を潤し，地域が空港を支えるという図式である。というのも，空港と地域
の間には，実は密接な関係が存在するからである。
　まず，従来から認識されてきたのは，空港の経済活動がもたらす所得・雇用・設備投資・税
制上の効果である。これは，直接効果と二次効果に分けられるが，空港と地域との関係でいえ
ば，空港が有効需要を創出する消費者で地域がそれに対応する生産者であって，いわば空港に
地域がぶらさがる形で，空港の生み出す経済効果に地域があずかるというものである。
　空港が開港するだけで当然のごとく航空旅客が運ばれ，それによりターミナル内の雇用が生
じ，さらに買い物・飲食等，旅行に付随する消費が生まれて地域経済の所得が増加するという
ことに，これまで空港周辺地域は安易に期待しすぎた嫌いがある。経済自体の成長があり，ま
た自由化すれば乗り入れ航空会社が増えるという時代には，エアライン同士を競争させ，旅客
を増やし，航空クラスターを拡大させて雇用を増やすこと（アンソニー・チン［2012］10ペー
ジ）が容易に可能であったからである。
4
図５　関西３空港の供給と需要（国内線）
（出所）第３回セミナー資料「全日本空輸㈱ 上席執行役員マーケティング室長　藤村 修一」
（注）転載を快諾された全日本空輸㈱に謝意を表する
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　しかし他方で，空港が周辺地域の経済活動を誘発し，それがまた航空需要を発生・吸引する
という図式も成立する。この場合，空港が地域振興の触媒として機能するもので，地域が有効
需要を創出する消費者で空港は生産者となる。この機能に着目し，地域の側から空港に働きか
けることが求められるようになっている。つまり，インフラとしての空港を活用して，経済の
イノベーションを引き起こすことが期待される時代になっているのである。航空自由化という
政策転換によってLCCというイノベーションが誕生したように，経営統合そしてコンセッショ
ンという空港システムの改革に伴って空港周辺地域で社会的・経済的なイノベーションを創造
する必要があるのではなかろうか。
　自明のことではあるが，地域の経済力が航空需要規模を規定することを再確認し，航空需要
を生み出すような地域の工夫と努力が求められるのである。それにはまず，関西圏が他地域に
比べてこれまで地元の空港としての意識が希薄であったという点について謙虚に反省すべきで
あろう。確かに，空港に対する地域の取り組みの端緒となったのが，「空港の騒音問題」であ
ったという不幸な歴史的経緯を無視するわけにはいかないが，空港を活用して地域経済開発に
結び付けるために，空港にエアライン・旅客を呼び込もうとする他地域の取り組みに学ぶ点は
多い。
　能登空港における石川県の「搭乗率保証制度」（谷本［2012］），南紀白浜空港における増便
を実現した和歌山県をはじめとした地元のマーケティング力（割引料金・ダイヤの提案と集客），
福岡という巨大な近隣空港が同一県内にありながら国際線就航を実現した北九州の事例等，枚
挙にいとまがない。内際乗り継ぎ機能を重視するのは結構だが，国内路線ネットワークの維持・
拡充のために地元のローカル路線として地道に国内線旅客を伸ばす努力を怠ったのではないか
という批判に，関空の地元はいかに応えられるか。また伊丹空港の地元は，ペリメーター・ル
ールやプロペラ枠といった規制を嘆くのみでエアラインの路線採算性確保を重視した機材小型
化による需要縮小に，どれだけ具体的な打開策を提案してきたか顧みて欲しい。
２　コンセッションの成否を握る収益
　また，経済状況が厳しい中で，空港に新規に投資するよりも，既存の空港を効率的に使うこ
とを考える必要があるし，メンテナンスの費用を考えても，民間の知恵と資金を活用すること
を考えなければならない（御立［2012］３ページ）。そこにコンセッションの意義があるが，
その際，空港の循環図式を考えることができる。つまり，空港には，以下の循環図式がみられ
るのである。
（１）航空系活動と商業活動の補完性
　世界的に航空分野で高成長を遂げているものの，これまでわが国ではシェアの低かったLCC
については，着陸料弾力的であることから，着陸料をはじめとした航空系収入の減少分にいか
に対応するかが課題となってきた。その際，旅客一人当たりの着陸料収入とターミナルビルに
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おける飲食・物販の粗利益を比較して，後者が大きければ着陸料を下げても空港経営として成
立する（御立［2012］９ページ），というのがこの循環図式の意味するところである。
　ところが，この図式が常に成立する保証はなく，イギリスの地方空港のデータでは，旅客一
人当たりの商業収入は，LCC旅客の方が低かったのである（Lei & Papatheodorou［2010］）。
というのも，LCCの旅客層は一様ではなく，いくつかのセグメンテーションに区分され，その
構成比率に応じて商業戦略を展開する必要があるからである（横見［2012］21ページ）。つま
りスペインにおけるLCC旅客層は，①価格に敏感な旅客層（典型的なLCC旅客。とにかく安け
ればよいという旅客層で全体の45.5％），②目的地重視の旅客層（滞在費にお金をかけるので，
航空運賃は安く済ませようとする旅客層で全体の40.5％），③いずれにも敏感でない旅客層・
ビジネス旅客層（全体の11.5％），④女性や一人旅の独身者（全体の2.5％）に細分化され，①
はファストフードなど大衆向けの店舗が選好され空港の商業収入単価は低いが，②については
旅客ターミナルにおける利用店舗の選好はFSC旅客のそれと無差別かもしれないのである
（Martinez-Garcia & Royo-Vela［2010］）。
　加えて，空港におけるショッピングの動機は価格が重要で，また競合相手として２分の１が
行き先の町の中心で行われる上，アジア太平洋の旅客の40％はクッキー・チョコレート等のお
菓子を中心に買うのに対し，ヨーロッパの旅客はお菓子ではなく香水を購入する（アンソニ ・ー
チン［2012］11ページ）ことから，品揃えにも留意する必要がある。
　いずれにせよ，今後高成長が期待されるLCCについては，着陸料等空港使用料低減のために，
LCC専用ターミナルを用意すると共に，商業戦略に工夫が求められる。とくにLCC専用ターミ
ナルは，エアライン間の空港使用料格差を費用面とサービス水準面双方で合理化し，シカゴ条
約で規定されている空港における内国民待遇違反を回避するためにも必要となる。
（２）複数空港間・多角化部門間の内部補助
　複数の空港を経営する場合，統合された個々の空港が特定セグメントに選別・集中し，統合
会社（ファミリー）としてユニバーサル・サービスを提供することになる。具体的には，関空
が国際線・LCCを中心とした観光・個人（私用／VFR等）需要を主に対象とした空港であり，
伊丹空港がビジネス需要中心の空港ということになろう（したがって，韓国・台湾・中国（上
海）出張はもはや国内扱いとなっていることからも，先方が国内線のみでハブ機能の転移の懸
念の無い，ソウル金浦・台北松山・上海虹橋については限定的に伊丹空港にも国際線就航を認
めるべきであり，旅客・エアライン・空港会社いずれの利益ともなる）。
　空港間で棲み分けをすることは，空港会社として特定エアラインと結びつかず，あるいは特
定事業分野に経営資源を集中することなく，リスク分散が可能となると同時に，それぞれの各
空港ではエアラインと地域との結びつきが強固になり協働して空港を盛り立てることが可能と
なり，場合によっては矛盾しかねない複数の目標を両立できることになる。空港以外の他の事
業分野の兼営については，港湾の複数経営から出発し，道路・橋・空港・ビルへと多角化した，
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ニューヨーク・ニュージャージー・ポート・オーソリティがその先行事例となろう。
（３）相手地域及び地元の空港周辺地域の経済循環
　人と情報をやり取りする時に，結節点である空港のコストが高いと，空港周辺地域（国）と
相手地域（国）の間でビジネスをはじめとして交流するコストが高くなってしまい（御立［2012］
３ページ），人流・商流・物流が抑制されてしまうことに留意しなければならない。また，空
港が立地する地元地域の交通結節点としての機能を利用して地域の生産・消費を結び付け，交
流を促進し，地域住民・航空利用者双方に魅力的な場を実現することにも顧慮する必要がある。
それが長期的に航空需要と結び付くことが期待されるからである。
　元来航空需要は派生需要であることから，相手先地域との結びつきがなければ，需要は発生
しない。ここに，乗り入れ相手先地域との連携が求められることになる。同時に観光旅行の場
合，アクセス（時間）と運賃によって旅客は容易に目的地を変更することから，政策的な路線
配分によって航空需要を人為的に縮小させる結果となった伊丹空港の長距離便規制について反
省すべきである。北海道の各種観光団体が伊丹線増便を要求したこと（『日本経済新聞』2008
年５月22日付け朝刊）は，記憶に新しい。ただ，アクセスの悪い関空が，LCCによってそのハ
ンディを克服可能なことも確認しておく必要がある。
（４）公（官）の役割（経済的余剰の極大化）と民の使命（収益極大化）の調和とその条件
　公と民の目標の差異から生じる矛盾を生じさせないためには，旅客増を実現する必要がある。
需要増こそが，経済的余剰の極大化と収入極大化という対立する可能性を止揚する唯一の手立
てだからである。つまり，グローバルに展開されている空港間競争に打ち勝ち，空港統合の経
営的成功に基づくコンセッションの売却によって多額の債務返済を実行する中で，エアライン・
空港会社・地域の三者がwin-win-winの関係（近江商人のいう三
さん
方
ぽう
善
よし
）を築くには，エアライ
ン間の競争を維持しつつこれを活用して旅客増を実現するしか方策はないと考えられるからで
ある。ここに公（官）と民の循環ないし相互依存関係が認められる。
　そのためには空港会社が積極的なイニシアチブを取れるよう柔軟な体制が求められる（アン
ソニー・チン［2012］10ページ）。そしてそれは規制緩和が条件となるが，同時に他方で独占
的行動のチェックと競争が公正に行われるよう，公共部門が監視しなければならない。また，
コンセッションを売却した後も，所有権を引き続き保有する公が，リスク負担をはじめとして
一定の役割を果たすことが期待されるのである。ただこの場合も，実際に空港経営する民のガ
バナンスに影響を及ぼさないよう節度が求められる。
３　関西の優位性と弱点：航空需要拡大の観点から
（１）優位性
　それでは，いかにして航空需要の拡大を実現するか。その際，関西には他地域に比較して有
利な点がいくつか挙げられる。
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　第一に，LCCの成長余地である。具体的には，アジアに近くLCCに適合した４時間以内の路
線市場が多い上，価格弾力的な後背圏を擁する地理的優位性があること，運用制限のある成田
空港を拠点とするLCCでトラブルが多発したのに対し，関空は24時間運用で容量の余裕ある上，
さらにLCC乗り入れ実績という空港の優位性があることである。こうした他空港との比較優位
性を，いかに維持・拡充していくかが今後の課題となろう。
　というのも，今のところ（FSCとの間で）著しい共食い状況は発生せず，LCCは目標通り，
新規需要を開拓していると見られる（泉［2012］72ページ）からである。実際，LCCが主に対
象とする顧客グループは，航空自由化後の航空輸送サービスに不満を感じている消費者グルー
プと，今まで航空を利用していない新規旅客であるが，欧州の調査では，LCC旅客に占める比
率は前者が37％に対し後者が59％であった（泉［2012］72～73ページ）。
　第二に，関西イノベーション国際戦略総合特区（平岡［2012］参照）の存在である。これは，
医薬品・医療機器・先端医療技術（再生医療等）・先制医療（発症前予測で発症前に治療）・バ
ッテリー（リチウムイオン電池・太陽電池等）・スマートコミュニティ（環境配慮型都市）等，
多様な分野を擁するが，京阪神のみならず，奈良・はりまに分散しているため（図６参照），
総体として魅力を最大化するには地域内で連携が必要とされる。何より，特区自体の魅力を高
めねばならない。
　第三に，大学・研究機関等知識産業の集積であるが，これも航空需要とどう結び付けるかが
課題となる。
Spring-8、SACLA、京速コンピュータ「京」、FOCUS
スパコンを活用した画期的な新薬や次世代省エネ材
料の開発
播磨科学公園都市地区 新薬開発、革新的医療機器の創出、再生
医療や BNCT（ホウ素中性子捕捉療法）
など先端医療技術の確立、スマートコ
ミュニティのビジネスモデル構築
北大阪地区
旧「私のしごと館」を活用したスマー
トコミュニティオープンイノベーショ
ンセンターの整備、次世代エネルギー・
社会システム実証事業の推進
けいはんな学研都市地区
創薬、医療機器、再生医療
京都市内地区
最先端医療技術の実用化、医療機器の研究開発支援、
先制医療の基盤形成、京速コンピュータ「京」を活
用した革新的な創薬開発
神戸医療産業都市地区
基幹航路を維持・拡大するための集荷機能の強化や、
産業の立地促進による創荷等
阪神港地区
阪神港地区
医薬品等輸出入手続きのスピードアップや物流品質
の向上、貨物便ネットワークの拡充
関西国際空港地区
関西都市圏のアジア中枢拠点の形成を目指し、「ナレッジキャピタル
（知の集積拠点）」を中心とした環境、医療分野等の各事業を展開
大阪駅周辺地区
スマートコミュニティ実証や、バッテリー戦略研究センター機
能の整備など、主に環境・エネルギー技術等を中心とした事業
夢洲・咲洲地区
図６　関西イノベーション国際戦略総合特区
（出所）平岡［2012］13ページ。
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　そして最後に，豊かな観光資源である。しかし海外観光客にアピールするには国内他地域と
の連携も必要となる。訪日外国人の希望する観光地は，関西だけに限定されないからである。
インバウンドの増加は国家戦略ともなっているが，この場合，「外国人受け入れ体制作りの達人」
といわれるオーストラリアの事例が参考になる。同国は，日本人向け受け入れ体制づくりとし
て，観光インフラの整備，日本語ガイド，レストランメニューの開発，みやげものの開発，ウ
ェディングの開発，オプショナル・ツアーの開発，ミール・クーポン制の導入等の対策を講じ
たといわれている。
　これを関西に当てはめてみれば，神戸牛の魅力を伝えるために，最高の調理法として血の滴
るようなレアのロースト・ビーフを提案しても（あるいはそれを教えてあげるという上から目
線では），完全に火が通っている肉料理しか口にしない（あるいは口にしたことのない）中国
からの旅行者には通用しないということである。またリピーター確保には，悪評高い市中免税
店と，それと結託した悪徳無資格ガイドの対策を考えねばならない。
（２）弱点
　まず，本社機能の低下によると考えられる出国率の低さ，ビジネスジェット需要の低迷が挙
げられる。
　次いで，航空貨物に適合した輸出産業の集積が少ないことがあるが，これは経済構造の高度
化（知識産業重視）によって克服可能かもしれない。
　また生産人口の減少があるが，これは低賃金の労働力が豊富な外国都市との連携によって解
決策を見出すことができるかもしれない。例えば，韓国の北東アジア・センター構想がその参
考となろう。これは，経済成長に伴う人件費の高騰によって生産拠点が海外（中国山東省）に
移転したことに合せて，複合輸送体制の整備と航空自由化・空港整備を行い，トランジット需
要を仁川に誘致したものである。
　さらに，国際空港のアクセス問題がある。時間と運賃だけでなく，手荷物が多いという海外
旅行客の特性を考えたアクセス体制を整える必要がある。とくにアクセスを新幹線・鉄道に依
存せざるをえない山陽・北陸については，その乗り換え抵抗を考慮しなければならない。この
場合，九州新幹線開業で福岡のポテンシャルが高まって外国エアラインの就航希望が相次いで
いる（篠原他［2012］14ページの篠原国土交通省航空局航空ネットワーク部長の発言）ことに
留意すべきである。新幹線は航空にとって，競合交通機関であるだけでなく，重要なアクセス
手段となりうるからである。
　しかしいずれにせよ，こうした弱点は全国共通のものであって，他交通機関や他地域との連
携にこれまで十分に取り組んでこなかったことを考慮すると，「貧しきは幸い」であって，む
しろ今後に期待できるとも考えられるのである。フロンティアは未開拓であるがゆえに，将来
の希望であるからだ。実際JR東日本は，自動改札については関西地区ほど対民鉄競争を顧慮
しなかったが故に後れをとったが，むしろそのことで分割民営化後のIC改札システムの開発・
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導入に先行したともいえるのである。
Ⅲ　本フォーラムの課題と議論─今，関西の空が変わろうとしている─
１　パネルディスカッションのテーマ─関西３空港のさらなる活用─
　セミナーで展開された各講演の総括に基づいて，「今，関西の空が変わろうとしている」と
の現状認識の下，統合された関空・伊丹空港に神戸空港を含めた「関西３空港のさらなる活用」
を考える上で鍵を握るいくつかの論点を，パネルディスカッションのテーマとして以下のよう
にまとめてみた。
（１）統合空港会社の事業価値最大化
　民間の知恵と資金を活用するには事業価値を最大化しなければならないが，まずそのために
求められる収益最大化の方策と課題とは何であろうか。実際，新関空会社のコンセッションに
対する引き合いは外資を含めて大変多いとされていることから（長田［2012］11ページ），個
別関西の問題ではなく国全体の負担という点からも議論したいと考えた。
（２）官（公）と民の連携
　民間が空港経営にどう関わるか，その際公共性の担保と国民負担の軽減の調和が問われるこ
とになる。
（３）地域（地元及び内外の乗り入れ先）と空港の連携
　空港は地域の交通結節点であり，地域の観光・産業振興の拠点でありながら，これまで地元
空港として積極的に関わってこなかったというこれまでの反省に基づいて，今後の課題を論じ
たい。
（４）関西の潜在航空需要の顕在化
　関西には関西イノベーション国際戦略総合特区等，いくつもの優れた優位性が存在するが，
それを活用するにはアクセスの改善やMICEを含めどのような方策が考えられるであろうか。
その際，地域の魅力を満喫できる諸機能総体としての評価と活用が問題となろう。
（５）他に期待できる関西の潜在力
　潜在力を実際に顕在化するには，地域戦略としてマネジメントできる能力が求められようが，
その役割をどこがどのように担うことができるであろうか。
（６）複数空港の将来＋神戸（＋八尾・但馬・南紀白浜？）
　新関空会社は仙台空港の経営にも手を挙げている。運営受託には法改正が必要だが，関西の
他空港との統合も問題になってくる。関西の全体利益の最適化のために，空港統合をどう考え
るべきであろうか。
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２　パネルディスカッションの概要
　パネルディスカッションに参加されたパネリストは，石田哲也（三菱商事㈱産業金融事業本
部インフラ事業金融ユニット・シニアアドバイザー），上村敏之（関西学院大学経済学部教授），
辻岡 明（社団法人全日本航空事業連合会理事長）の三氏であった。
　まず，「統合空港会社の事業価値最大化」については，関空建設に要した多額の「有利子負
債を圧縮することが統合会社の使命」であるとする主張があった（上村氏）。さらに，統合に
より，「関西の金を関西で使うことができるようになったが，圧縮額を最大にする（事業価値
最大化）には，経営裁量権，伊丹の活用による需要増が必要」と続けられた（上村氏）。
　旧関空会社の経営は，営業ベースでは優秀であったものの，金融費用がかさんで経常ベース
では悪かったことから，その貸借対照表を改善することに空港統合とコンセッション売却の目
的があったことは確かである。しかし負債圧縮以外にも，例えば「民間の知恵と資金を活用し，
地域と連携した上げ潮」といった目的を掲げることも可能で，この場合目的に応じて「相手に
すべき投資家も異なるし，空港の採るべき戦略も違ってくる」ことから，「コンセッションを
通じて何をやりたいかの優先順位をはっきりさせることが必要」と指摘された（石田氏）。同
時に，事業価値最大化のためには，コンセッションのメリットを最大限に活用することが重要
で，そのためには民間の力だけではなく，地域と官を加えた三者が創意工夫・協働することで
インフラ事業の事業価値の向上・経営の安定性が確保できるので，この三位一体こそ必要であ
ると強調された（石田［2012］75ページ）。
　また，空港の直接利用者であるエアラインの立場からは，便数増が空港会社の事業価値を増
すことから，空港経営では国際的趨勢となっているターミナルビルとの経営一体化により，空
港使用料の低減が求められることが主張された（辻岡氏）。
　次に，「官（公）と民の連携」については，まずその前提条件として，「航空産業はかつて国
境で守られていたものが，今では国境を越えた激烈な国際競争が展開されるようになっており，
その中で我が国航空会社はいわゆる公租公課といわれるハンディを背負っている」との指摘が
あった（辻岡氏）。しかし官の役割は費用面だけではなく，官は「規制の見直し」と「民間事
業者がインセンティブを持って経営を行うための良好な環境づくり」，つまり，「情報提供をは
じめとする市場のプレイヤーに対するサポート」や「情報分析のプラットフォームの整備」が
求められるとした（石田氏）。同時に，エアラインに選ばれる自由な体制が求められるものの，
「地域エゴによる見えない規制があるため，公と地域が主体的かつ積極的に空港に関わり民と
民を繋ぐ意識改革が必要」とも主張された（上村氏）。
　また「地域と空港の連携」については，イギリスの事例が紹介され，空港ならびに周辺地域
の中長期戦略を規定する計画として事業権者がまず「マスタープラン」を作成し，空港の利害
関係者から構成される「地域協議会」で定期的に計画実施案の説明，空港の経営状況，顧客サ
ービス，環境・騒音モニタリング・対策関連情報等が説明されており，有効に機能されている
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ことから，両者間のコミュニケーションの重要性が指摘された（石田氏）。また地域の範囲を
どう捉えるかについて，「共通の目標をもって行動できる範囲」と規定し，問題は行政と政治
が果たす役割の体制であり，空港利用者だけが利害関係者ではないことが強調された（上村氏）。
さらに，地域と空港が馴染み易いものとして関わりをもつことが大切で，空港を「コミュニテ
ィ施設の一つ」として航空以外の利用法も検討すべきとの提案があった（辻岡氏）。
　そして「関西の潜在航空需要の顕在化と関西の潜在力」については，空港だけに集中するの
ではなく，「長期的には港湾・道路との連携が必要で，交通インフラを一体的に捉えるべき」
との提案があった（上村氏）。そのことにより，例えば神戸港を大型クルーズ船発着の基地と
して，往復どちらかを航空利用して空港と結ぶことも考えられる（上村氏）。また，成田の後
追いをせず差別化することが重要で，アジアに近いことに加えLCC専用ターミナルやフェデッ
クス誘致に成功した国際貨物ハブといった「関西ならではの優位性」を活かすべきとの助言が
あった（辻岡氏）。さらに，地元がそうした優位性を認識していないことが問題であって，優
先順位を付けてアピールし，医療等とのパッケージで新しい商品を生み出すとともに「リピー
ターを増やす」努力が求められるとの指摘があった（石田氏）。
　なお，関西を地域として売り出す際，「行政マンの意識改革」が求められるとの問題提起も
あった（上村氏）。すなわち，彼らは関西を売り込む地域のセールスマンであり，組織として
の行政も航空需要開発に適合して再編すべきである。港湾の連携があったことに対応して「広
域でインフラ行政を担当できる組織」が必要で，それにより，民間の連携が図れるように国に
対する交渉力の向上が期待される（上村氏）。
　最後に，「複数空港の将来」については，「役割分担」が重要で，個々の空港がそれぞれの機能
に特化することで余計なコストがかからずかつ利用者に優しい空港となることがロンドン・シ
ティ空港を例に主張された（石田氏）。また神戸空港の経営は堅調であるものの，運用時間と
発着枠の制限から現状維持ではじり貧となるため，三空港での活用で打開すべきとの提案があ
った（上村氏）。やはり神戸空港は発着枠という人為的制限があって経営的に成り立ちにくいが，
管制・空域の運用で改善の余地があると同時に市場は極めて有望なので将来が期待されるもの
の，統合には課題が多いため，空港運営の受託という方式が現実的ではないかとの指摘があっ
た（辻岡氏）。
　神戸空港の統合問題は，フロアからの質問にもあったように，今後の大きな課題である。統
合の場合は経営資源の配分が問題となるが，とにかく客に選んでもらえる体制を構築する必要
が説かれた（石田氏）。また，神戸空港の問題は関空の場合と同様，土地部分の切り離しであり，
それが統合・コンセッションの条件であるとの指摘があった（上村氏）。さらに，関西にとっ
て神戸空港の活用の余地はあるものの，地域との連携を図るには制度が古く，役割分担・意思
統一を行った上で，競争はチャンスの時代との認識で課題に挑戦してもらいたいとの激励があ
った（辻岡氏）。
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おわりに─今後の課題─
　実は空港には，300万WLU（Work Load Unit：1WLUは，旅客一人あるいは貨物100kg）ま
では，規模の経済があるともいわれている（アンソニー・チン［2012］８ページ）。ちなみに
2010年については，関空2161万WLU（国際・国内旅客1422万人／国際・国内貨物73.9万トン），
伊丹1606万WLU（国内旅客1479万人／国内貨物12.7万トン）となっており（国土交通省［2012］
から算出），この閾値を越えていることから，規模の経済は費消し尽くされているとも考えら
れる。ただ，空港の規模の経済（厳密にいえば「密度の経済」と称するべきかもしれないが）
については異論があり，旅客数500万人までは平均費用が逓減し，500～1400万人の間は一定で，
その後上昇が始まるとの研究もある（Bottasso & Conti［2012］）。
　いずれにせよ，それぞれ各空港で大規模化するよりも，複数空港経営によって「範囲の経済」
が生じる可能性があるともいえるのではなかろうか。また伊丹の長距離便規制で明らかになっ
たように，関空と伊丹の後背圏は国内航空旅客市場については重複しているとはいえず，両空
港に競合関係にはない（髙橋［2012a］23ページ）。競合関係にあるのはむしろ伊丹と神戸であ
るが，神戸には年間２万回という極端な発着制限が課せられており，現段階では両空港間で有
効な競争が展開されるとは予想しがたい。
　以上を勘案すると，競争による空港間の機能分担を目指すべきとする主張（中条［2012］第
６章８）は経済理論上は理解できるが，関西圏の空港は日本のゲートウェイ空港（内際乗り継
ぎ機能）をめぐって羽田・成田の首都圏空港と，またアジアのゲートウェイ空港（際々乗り継
ぎ機能）をめぐって周辺国のソウル仁川・上海浦東等と既に競争していることもあって，関西
圏の各空港間での競争による経済的利得よりも複数空港経営による競争力強化の効果の方が上
回るとも考えられるのである。
　競争によってすべての問題に最適解がもたらされるわけでもなく，また他の代替策より常に
優れているわけでもない。空港間の最適機能分担は，空港間の過度の内部補助を回避すること
で，経営統合によっても実現可能であるからだ。今般競争促進のため分割された旧BAAの諸
空港についても，当初売却金額極大化と地方空港の経営安定化によってインフラの民営化策を
成功させたいとする政策目標に合せて，一括売却された経緯がある。その後空港経営が順調に
推移したことから，着陸料について公的に価格規制を行うより競争に委ねた方が経済的に合理
的であり，EU域内において共通ルールに従うという意味で分割が社会的にも受容されると判
断されただけのことである。
　つまり，その時々の上位の政策目標に応じて統合案と分割案が選択されているに過ぎない。
日々の経営は良好だが財務状態の厳しい関空の場合は，ひとえに債務処理をそれも国家的にと
いうよりは地元で実行することが優先されたのであって，その解決策として競争よりも統合が
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勝ったと解釈すべきである。
　独占力行使を防ぐ手立てとしては，旧BAAの場合もプライス・キャップ規制が行われてきた。
また実際問題として，空港に対しては，利用者（エアライン及び旅客・荷主）が負担する補完
的投資が埋没費用化することから，こうした投資を保護・促進するために規制が必要とされて
いる（Biggar［2012］）。したがって，埋没費用化しているから市場に任せて問題はないとの説
（中条［2012］207ページ）は，とくに新規参入者との競争が有効に展開されない可能性を無視
したものである。さらに，コンセッション売却の入札に先立って事業計画の詳細な情報を提出
させる「マーケット・サウンディング」という方策も考えられている（御立［2012］11～12ペ
ージ）。しかしそれが過度になると，入札者の経営裁量権を拘束することになることから，公
私の関係は時と場合に応じたバランスが求められる。
　今回のセミナーそしてフォーラムを通じて，これまで減少傾向にあったわが国の航空需要を
回復する手立てが明確になってきた。それは自由化という政策の枠組みが変更されることで新
しく登場したLCCが内需・外需を拡大するという期待であり，同時にそれは空港の経営効率向
上圧力をもたらしていることから，両者が相まって将来の需要拡大の起爆剤になりつつある，
ということである。しかし今喫緊の課題となっているのは，アジアの成長をどう取り込むか，
そして何より空港のあり方である。
　従来国あるいは地方が担ってきた空港の経営に，民間の知恵と資金を借りることが求められ
る時代になっているが，それで問題がすべて解決するわけではない。公（官）と民そして地域
それぞれの担うべき役割があり，相互補完しながらアジアの空港間競争に勝利して統合された
空港会社の経営を成功させ，地域の経済発展を実現しなければならない。
　かつて「臨空工業地帯」という概念があって，九州はシリコン・アイランドとまで呼ばれた。
しかし実際には，単に空港周辺に安価な土地があるという理由だけで工場が立地したに過ぎず，
航空貨物に適した半導体等電子部品も，近接の空港から国内航空便で運ばれるのではなくトラ
ックで成田まで運ばれて輸出された。その後，急激な円高もあって国内の生産拠点は海外に移
転し産業の空洞化が生じたこともあって，空港と地域の産業を結び付ける機運は沈滞してしま
った。
　しかし，航空自由化に応じて空港が従来の地域独占から利用者に選ばれる存在へと変わり，
そして空港間競争の激化とともに空港の経営効率向上と路線の維持が課題になってくると共
に，再び地域の空港との関わり方が問われるようになってきた。
　この際，改めて臨空工業地帯の語源となった臨海工業地帯の経験に学びたい。臨海工業地帯
は，石炭から石油へのエネルギー転換に伴い，各地の港湾を整備すると同時に，港湾周辺の臨
海部を新産業都市として石油化学・鉄鋼・造船を中心としたコンビナートを整備したのであっ
た。それは'60年代後半から'70年代にかけて公害問題を引き起こすという反省点もあったが，
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わが国の高度経済成長を支える礎となったことは記憶に新しい。産業政策とインフラ政策そし
て地域開発が一体となって成功した事例と評価できよう。
　同様のことが空港で実現できないのは，空港が公害の元凶との認識から出発したこともあっ
て，その対策に追われて地域や国が十分にその使い方あるいは付き合い方を考える暇がなかっ
たということがあるかもしれない。それは世界共通であるが，わが国の場合，国主導で空港整
備が行われ，また45-47体制に顕著なように航空業界への国の関与が強かった影響を否定でき
ない。空港は地域にとっては陳情の対象に過ぎず，その運営も他人任せの時代が長らく続いた。
加えて航空輸送が工業よりはサービス産業と強く結び付いていることもあって，わが国ではそ
のサービス産業の扱いに必ずしも得意ではないという側面を指摘できるかもしれない。現に，
わが国のサービス産業の生産性は，航空をはじめとして低く，その国際競争力は欧米よりも低
位にある（髙橋［2012b］）。
　改めて，空港の統合と運営権売却という空港改革（空港のイノベーション）に対応して，地
域も知恵を出しまた汗を流すことで，空港を活用した社会的イノベーションを実現する時代を
迎えていることを強調したい。その意味で，関西は空港統合を国内で初めて実現した地域であ
り，新種の気風に富む土地柄であることからも，率先して地域から空港との関わり合いに関す
るイノベーションを期待したいのである。
　例えば，今後期待される関空のLCCネットワークの一層の拡充に伴って加速されるであろう
「国際労働移動」に着目することである。現に，LCCを使ってフィリピン人のメイドを安価に
移動できることからイギリス人がスペインに別荘を買うということが成り立って，不動産ビジ
ネスのイノベーションが初めて起こっているという（加藤他［2012］24ページの御立氏の発言）。
　中国を中心とするアジアの富裕層の別荘の立地を促す施策や，あるいは今後急速な高齢化に
伴い大量の労働力が必要とされる介護・福祉分野に外国人労働者を多数雇い入れる施設を誘致
するといったことが考えられるのではないか。そのためには，従来にも増して外国人労働者に
雇用機会を広げる規制緩和が求められよう。他方で，知識産業の分野での国際交流とそれに従
事する外国人の定住・就労を促す仕組みが必要となる。こうした取り組みが航空需要を拡大し，
空港経営の安定化をもたらし，そして何より地域と国全体の経済成長を支えると期待されるの
である。
　こうした国際交流の促進と外国人の受け入れ（就労ビザの積極的発給・永住権付与条件の緩
和・外国人との共生）は，わが国の取り組みがこれまで不足あるいは苦手としてきた領域であ
り，グローバル時代にあって空港のイノベーションを機会に，積極的に取り組むべき課題とい
えよう。
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